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はじめに
最近の新聞紙面には連曰と言っても良い程に，知的財産という言葉が記さ
れている。讃寶新聞に限ってみても，例えば，次のような記事が掲載されて
きている（記事の標題のみ)。
①平成15年５月４曰（曰）一面トップ
「知的財産権侵された」６５％
300社調査被害１／３，中国で
②平成15年５月５曰（月）二面トップ
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破産法改正，特許を保護
法務省方針契約企業の利益守る
（この記事には，直接に知的財産という言葉は使われていないが，特許を持
つ法人や個人が破産しても，特許契約は法的に保護されるようになるという
内容であるので，やはり，知的財産に関する記事である)。
③平成15年５月13日（火）一面トップ
模倣品水際ブロック
輸入差し止め機関新設
知的財産計画全容専門の大学院も，
（この記事に関しては，９面にも関連記事が掲載されている）
「司法・特許審査」改革に重点
知的戦略推進計画案省庁の実現努力カギ
④平成15年６月21曰（士）９面トップ
担当省庁反対で後退知的財産推進計画案実現，首相の指導力次第？
⑤平成15年６月25曰（水）13面トップ
改正合意曰米租税条約
「特許」ビジネス促進
「知的財産」使用料，相互に免税
“本命,’はアジア戦略
⑥平成１５年６月27曰（金）二面トップ
知的財産も「信託」可能
８０年ぶり大幅改正へ銀行以外の参入も解禁
⑦平成15年７月９曰（水）二面左上段
知的財産推進計画を決定
270項目特許審査の迅速化
高等裁判所を創設
（関連記事が９面にも掲載されている)。
知的財産企業も意識改革が必要
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推進計画決定欧米との格差大きく
(さらに，社説でも若干の論評がなされている)。
頭脳で勝負できる曰本を目指せ
讃寶新聞の記事で目に止まったものだけでも，以上のとおりである。政府
の知的財産推進計画策定の時期であったから当然の事かも知れない。けれど
も，そのような時期に呼応して，破産法を改正して特許契約が継続できるよ
うにしたり，信託可能な財産に著作権や特許権など知的財産権を加えるよう
にした点などは大いに注目に値する法改正といわなければならない。知的財
産の有価証券化だけでなく，信託の本来的機能も見直す必要性が生じてきて
いる。
一方，実用法律雑誌・ジュリストもNo.1248（2003年７月１曰号）で，変
革期の知的財産制度について特集を組み，各分野の専門家によって解説がな
されている。
本稿においては，まず，このジュリストの記事を概観して，それぞれの解
説についての要点をとりまとめる。
次に，知的財産の中でも特に特許技術に着目して，それら技術の開発に関
する歴史を，科学史との関係で若干考察し，それを踏まえて，現在の知的財
産法制の課題と展望に対して検討を加える。
然る後，知的財産法制に関する問題は，抜本的には科学技術の進歩発達の
問題に帰することを明らかにして，科学技術立国，知的財産立国を目指すに
は，今，我々が為すべきことは何かについての若干の提言を試みる。
最後に，人類社会全体を歴史的に鳥轍する時，科学技術の価値評価基準は
一つでないことに鑑み，今後に残された問題を指摘して，本稿の結びとする。
知的財産戦略推進計画概観
ｌ知的財産戦略推進計画
政府の知的財産戦略本部が平成15年７月８日に正式決定した「知的財産戦
192
略推進計画」に盛り込まれた施策の第一は，任期付き審査官を採用し，特許
の請求から成立までの時間を短縮する「特許審査迅速化法」の制度であり，
第二は，知的財産訴訟を専門に扱う「知的財産高等裁判所」の創設であり，
（１）
今後三年以内に市I|定・施行を期している。
また，推進計画は，大学での研究開発の推進といった知的財産の「創造」
と，裁判所の紛争処理機能を高めるなどの「保護｣，知的財産が有効に利用
できる環境を整備する「活用」などに分け，計約270項目あり，今後は，各
省庁が実施に向けた法案作成に着手することになっている。また，戦略本部
で詰め切れなかった医療特許のあり方や模倣品．海賊版対策などについては,
戦略本部の下に専門調査会を設置し，調査．検討が続けられることになって
いる。
まず，創造分野においては，大学等における知的財産の創造を推進するこ
とと研究者の処遇向上が挙げられている。大学における眠れる研究開発成果
を融合的な産学連携によって活用していくとともに英才教育によって科学技
術分野における創造力豊かな研究者を育成して，特許法35条の職務発明規定
を改めて，研究者の優れた発明の創出に対するインセンティブを高めようと
（２）
するものである。
ここで重要なことは，我が国が欧米から導入してきた基本発明が，仮に大
学を中心として研究開発をされてきているとしても，その過程や研究資金の
出所について何も眼が向けられていないことである。
もう一つ大切なことは，特許出願件数にこだわっていることである。開発
された技術の内容が重要なのであって，出願件数は殆ど問題ではない。これ
らの点については後述する。
保護分野においては，我が国の産業の発展を促進し国際競争力を強化する
ために，優れた知的財産の創造にインセンティブを与えうる迅速かつ適正な
保護制度の整備と，知的財産の円滑な事業化と活用を図るための行政機関に
よる権利付与機能や裁判所等における紛争処理機能の充実が考えられている。
これらの点は，知的財産創造の面からは，直接的な問題ではない。
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活用分野においては，知的創造サイクルについて考察し，戦略的活用に向
けた環境整備と国際標準化活動の推進が施策として挙げられている。ここで
注目すべきは，知的創造サイクルなるものを，知的財産の創造一権利保
護・有効利用一収益一新たな技術開発というメカニズムと考えている点
である。知的財産戦略で最も重要なことは，知的財産の創造であって，如何
にして新たな技術を生み出していくかを考えることである。ここの点が十分
に考えられていなければ，以下に示されている，コンテンツ分野とか人材育
成分野とか(よ，一応やったというだけで，実際に将来の国益あるいは人類社
会の発展に貢献し得る技術を創造・開発できる人材の育成にどこまで機能し
ハナハ
得るか，甚だ疑問であると言わざるを得なし､。
（３）
２喪ﾛ的財産戦N各策定の背景
２１世紀は「プロパテントの時代」と言われるように，知識産業が経済を牽
引する知価社会を迎えて，各国は競って特許をはじめとする知的財産権の強
化に乗り出している。
アメリカはつとに知識関連の産業が主流を占め，知的財産に対する関心が
強く知的財産先進国であったが，ヤングレポートを契機として1980年代から
知的財産立国を国家の基本戦略としてプロパテント政策を強力に推し進めて
きた。ＥＵも今年になってこれまでのヨーロッパ特許と各国の特許との並存
から－歩進んで域内の特許制度を統一していくことと，2010年までに特許訴
訟専門の裁判所を創設することで合意した。知的財産後進国であり，知的財
産侵害者の天国の観があった中国すらも，世界の工場を目指す段階を迎えて,
技術開発立国の方針を国家戦略として打ち出している。
国際的な取組としても，経済活動のグローバル化に伴って国境を越えて世
界の多数の国に出願される特許が急増していることに対応して，各国の知的
財産制度の実体的な調和や特許協力条約のリフォーム，各国特許庁間のハ
イ・マノレチの協力などの努力が，曰米欧の３極を中心として世界中を巻き込
んで急速に進められてきている。
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わが国でも，曰本の実質賃金が世界一の高水準になってしまったことなど
から産業の国際競争力の低下が目立ってきたことに鑑み，政府は，知的財産
を中核とした付加価値の高い事業活動によって活力ある経済社会を実現する
ことを国家的戦略として宣言し，その実現を目指して2002年に知的財産戦略
会議を設置し，引き続いて知的財産基本法を制定し，７月９曰決定の知的財
産推進計画作成の運びとなった次第である。
３知的財産戦略策定の背景に対する若干の考察
既述のごとく，知的財産戦略は1980年代にアメリカで考え出された基本戦
略である。これは，アメリカ経済が不況に陥った状況から脱出するための￣
っの国家戦略であって，現在我が国が実施しようとしている“大学に眠れる
技術の掘り起し”も，その戦略の－つであった｡アメリカは戦力において世
界一であることは明らかである。戦力とは，人員数もさることながら，高'性
能の兵器量であることは周知のとおりである｡高`性能兵器開発には莫大な経
費ときわめて優秀な多くの技術研究開発者が必要である｡－つの兵器を創造
していくには計り知れない程の多くの研究者が携わらなければならない。ア
メリカは個々の研究を軍から大学に委託するという形で，相当数の技術を開
発してきている。しかしながら，このような形での新技術開発は，その結果
に通常の特許権を認めることは困難であるので，秘密特許という形にならざ
るを得ない。
アメリカの知的財産戦略の一つは，これら大学に眠っている秘密特許技術
に関わる技術を，民需に応用して経済効果を高めようとするものである。
このような眠れる兵器技術の応用で，大成功を納めたのは，外ならぬ日本
の自動車産業の代表であった「曰産」に外ならない。
自動車排気ガスの公害問題については我々の記憶にも新しいところである。
二酸化炭素（CO2)，窒素酸化物（NOx）等が排気ガス中に含まれていて，
それらによって空気が汚染されるから，￣定量以上のＮＯｘを出さないよう
にしなければいけないという規制を設けたのは曰本が世界で最初であった｡
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その規制が我が国の自動車産業を急成長させ，今は過去のこととなったバブ
ル景気到来の火付役となったわけである。
これは，燃焼温度を出来るだけ低く抑えて完全燃焼に近づけるにはどうし
たら良いかということに，莫大な費用と労力をかけて技術開発に励んだから
に他ならない。この当時，曰産には第二次世界大戦終戦当時，旧日本海軍技
術工廠にいた数名の技術者が在職しており，戦時中に旧海軍で開発した航空
機用エンジンに関する多くの技術を知っていた。それらの技術を，低公害エ
（４）
ンジン開発1こ応用しﾌﾟこのである。
極端な言い方をすると，アメリカの知的財産戦略策定の礎となったのは，
この曰産の成功にある。
我が国は，1990年代に入って，俗にいうバブル経済崩壊によって経済が大
混乱状態になり，各業界・各方面で大改革に入り，国家の大方針として科学
技術立国を掲げ，総合科学技術会議を立ち上げて，科学技術基本法（平成七
年十一月十五日，法律第百三十号）を制定・施行し，科学技術基本計画（平
成十三年三月三十曰閣議決定）を策定して，今回の知的財産推進計画の決定
を見るに至っている。その目玉の一つは，既述のとおり，大学における眠れ
る研究開発成果を産業連携によって活用していくことにある。ここで前提に
なっていることは，大学に眠れる研究開発成果が存在していることである。
国家経済に，或は国家財政に大なる影響を与えるような“眠れる技術”が
ハナハ
現在の我が国の大学Iこどの程度眠っているか，甚だ疑問である。我が国の自
衛隊は，というよりも，防衛庁は，殆ど自身では技術開発は行っておらず，
したがって，大学に委託研究を依頼するようなことは全くない。納入を請負
った業者が技術開発も行っているというのが現状である。アメリカとは国家
体制が根本的に異なっている。その点を知的財産戦略推進計画にどこまで考
（５）
慮に入れたかは，現在の所，定ｶｺでない。
もう一つ知的財産戦略推進計画で非常に危険を感ずる点は，“戦略”とい
う用語を用いている点である。戦略とは，戦争を有利に進めるための，総合
的・長期的な手段および方法であって，場合によっては策略も含まれる。国
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家が知的財産戦略会議を設置したということは，知的財産の面で外国を相手
として戦争を挑んだということになる。そして，当然の事ながら，勝つこと
を目指しているということである。企業等が経営戦略を考える場合とは全く
様相を異にする。国家が知的財産戦略会議を設置するとなれば，その時点で
（６）
既に半分以上の具体策が推進可能な|犬熊になっていなければならない。
今回の我が国の知的財産戦略推進計画は，結局，アメリカを範とした制度
改革で，その中にいくつかの法律の改廃，新規策定も含まれるということで
ある。三極会議の結果であるとするならば，それは“戦略計画，，ではなく，
"調和計画，’である。知的財産戦略を推進するという時の知的財産戦略は曰
本の戦略ではなく，アメリカの戦略を日本も国を挙げて曰本の国内でも推進
していくということになる。それこそが，正に曰本の知的財産戦略であると
いうならば格別，我が国にあっては，知的財産権保護調和推進計画とでも命
名した方が，外国からの誤解も招かないし，実体をある程度明らかにしてい
（７）
るのではないｶﾕと思料する。
４職務発明制度の見直し
今回の知的財産戦略推進計画の決定によって，職務発明制度が見直される
ことになるが，この点は今に始まった問題ではなく，職務著作の問題との関
係でも，古くから論ぜられてきた所である。特許法35条３項，４項の相当の
対価については，オリンパス事件判決の出る以前から，使用者等が従業者等
に支払うべき相当の対価額について，学説・判例で種々論ぜられてきている
（８）
こと(よ周知のとおりである。
知的財産戦略推進計画の中で，職務発明を見直すということであれば，省
庁の壁を乗り越えて，職務著作の取扱いとの整合性を図り，国として統一的
な見解に立って見直さなければ，従来からの問題の解決にはならない。例え
ば，法人発明を認めるのか否かについては，諸家の見解が今だに一致を見な
いところである。法人発明は認めないが法人著作は認めるというのでは，技
術的思想の創作と思想・感`情の創作的表現とで，どのような相異があるのか
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というきわめて素朴な疑問を禁じ得ない。コンピュータソフトを開発したが，
特許要件に該当するものは，仮に特許権は企業側が取得しても，発明者名は
特許公報にも明記されるが，特許要件を満たさないものは，該企業の著作物
となって，そのソフト開発者名はどこにも示されないという状態は，精神的
労作に対する国家としての統一性が全く存しない。知的財産戦略を国家とし
て政府が考えるのであれば，まず，このような矛盾を解決することが先決事
項ではなかろうか。工業所有権と著作権は管轄官庁が異なり，現行法に立ち
至った歴史がそれぞれにあるから，簡単には統一的取扱は出来ないというよ
うな状態を是正することから，知的財産戦略は考えられていくべきである。
何故このようにきわめて単純なことが，今だに解決されていないかの原因は，
やはり，明治維新以来の我が国の執ってきた“世界の大勢に従う，，という基
本的な態度にあるといわなければならない。逸速〈世界の大勢を見据えて，
日本としてどのように対応するかを考えてきたのである。世界の大勢の見据
え方によって，範とする国がドイツであったり，アメリカであったりしてき
たので，全体としての統一性・整合性が欠如してきていると見ることができ
よう。現在もその状態は続いている。見方によっては，世界全体の調和のと
れた状態が，我が国の現状であると，或は，言えるかも知れない。けれども，
ソシ
それはきわめて曰本晶眉の見方であって，色々な真似事の寄せ集めの誇りを
免れない。
職務発明の問題は労働法と特許法の交錯領域であることは言を俟たない。
だとすれば，単に特許法35条の相当の対価額云々の問題だけで解決策が見出
せる問題では決してない。開発研究に従事する労働者の就業条件，勤務規定，
身分上の取扱等々，法領域的にいうならば，労働法に関しても，かなり抜本
的な改革が必要である。
法技術的には，仮に法人発明を認めたとしても，実際に“自然法則を利用
した技術的思想の創作”を行うのは自然人であるから，いわゆる頭脳労働に
適する労働条件，労働環境を整えることは，使用者等の責務である。
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５その他の問題
知的財産戦略推進計画のもう一つの目玉は，知的財産高等裁判所の創設で
ある。この内容は，知的財産権に関する事件について統一的な判断を行う観
点から，知的財産関連事件についての専門的な処理体制を備えた「知的財産
高等裁判所」を創設するということである。さらに，「大法廷制度」を導入
して，裁判例の事実上の統一を通じて，判決の予見可能性を高めることをも
（９）
目ｷ冒している。
審決取消訴訟，侵害訴訟が特許訴訟の中心であるが，破産法改正による特
許保護，信託業法改正による著作権，特許権などの信託財産化等によって生
じてくる新たな訴訟についてはこれからの問題である。
現行破産法では，特許を有する企業の破産管財人が，特許契約を交わして
いる多数の企業との契約を継続するよりも，別の企業に独占的に特許使用を
認めた方がより多くの資金回収が見込めると判断した場合には，契約を一方
的に破棄することができる。
破棄された側の企業は生産継続が困難となる場合が生じ，連鎖的倒産を未
然に防止するための対策として，特許使用に関して特許庁に登録された契約
に関しては，該特許技術の継続使用を認めようとするものである。
今回の破産法改正には，破産企業の従業員への未払い給料など労働債権の
配当の優先度も高められることになる。現行特許法35条３項，４項の相当の
対価，すなわち，破産企業の有する特許権についての職務発明にもとづく相
当の対価は，優先度の高められる労働債権の配当の中に，どのような形で含
（10）
まれるか(よ，今後の問題である。
次に，信託法の改正についてであるが，現行の信託業務は，受託業者を信
託銀行に限っているが，改正後は，一般の事業会社に解禁される。また，信
託できる財産を，現行法は金銭，有価証券，金銭債権，動産，不動産，地上
権と土地の賃借権に限定している。改正後は，こうした制限を撤廃し，財産
として評価が可能なものならば，原則自由に信託できるようになる。
知的財産法制に関する一考察（山田）１９９
これにより，企業などは，特許権や著作権などの知的財産権を活用して有
価証券を発行，資金調達を図ることなどが，これまでより簡単にできるよう
（11）
|こなる。
このほか，事業会社が設立する信託会社については，原則として
①企業が知的財産権を管理する場合などに利用する「維持・管理型」
②受託財産に基づいて有価証券を発行，販売する「流動化型」
③受託財産の運用から処分まで行う「運用型」
の三類型に分けて，参入規準を定める予定である。
知的財産を証券化して，流通・販売するとなると，知的財産権の本来的価
（12）
値とは異なる価(直評価基準が必要Iこなってくると考えられる。
知的財産を取り巻く環境は，従来の状況とは大いに変化しつつある状況に
ある。今までには全く考慮の外に置かれていた問題が，知的財産領域に入っ
てくる状況にあるので，当然のことながら，新しい規範が出来る部分もある
が，既存の法条文の解釈を改めていかなければならない点も多数にのぼると
マバタ
考えられる。判例も新たなものが続出すること|こなるので，瞬きの間もなく，
注意深く各方面の動きを見守っていなければならないの感を禁じ得ない。
科学技術基本計画と知的財産制度との関係
１「発明」に対する若干の考察
現行我が特許法二条一項は，「発明」とは，自然法則を利用した技術的思
想の創作のうち高度のものであることを明定している。ここで，“高度のも
の″という高度性については考察の外におく。
まず，利用されるべき自然法則は発見されなければならない。自然法則発
見の領域は，学術的には自然科学あるいは理学と呼ばれている。したがって，
自然法則の発見自体には権利が生ぜず，法的に独占的利用権が与えられるこ
とはない。けれども，知的財産の中には含まれる。何となれば，現行知的財
産基本法（平成十四年十二月四曰法律第百二十二号）二条一項に「この法律
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で「知的財産』とは，発明，考案，植物の新品種，意匠，著作物その他の人
間の創造的活動により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則
又は現象であって，産業上の利用可能性があるものを含む｡)，商標，商号そ
の他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他
の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報をいう｡」と定められているか
らである。
一方，科学技術基本法（前出）には，科学の定義規定，技術の定義規定，
科学技術の定義規定はいずれも定められていない。けれども，「発明」につ
（13）
いて考えていく場合の科学とは，自然科学を↑旨すと考えることができる。
ナカンズク カカ
知的財産，就中，特許権に係る発明を活発に行っていこうとするlこは，
まず，今までに発見された自然法則について良く理解することが重要なこと
となる。そして，新たな自然法則の発見も活発に行われなければならない。
しかる後，それら自然法則をどのように用いれば，新たなる技術的思想の創
作となるかを考えることとなる。すなわち，知的財産，就中，自然法則を利
用した技術的思想を創造しようとするならば，科学技術の研究開発が不可避
となる。
では，先に閣議決定されている科学技術基本計画の中で，知的財産がどの
ように取扱われているかを，新ためて観察しなければならない。
２科学技術基本計画の概要
科学技術基本計画の中で，知的財産がどのように位置づけられているかを
明示するために，同計画の目次を以下に示す。
はじめに
第一章基本理念
１科学技術を巡る諸`情勢
（１）二十世紀を振り返って
（２）二十一世紀の展望
知的財産法制に関する一考察（山田）２０１
２我が国が目指すべき国の姿と科学技術
政策の理念
（１）知の創造と活用により世界に貢献できる国の実現に向けて－新し
い知の創造一
（２）国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて－知によ
る活力の創出一
（３）安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に向けて－知による
豊かな社会の創生一
３科学技術政策の総合性と戦略性
４科学技術と社会の新しい関係の構築
（１）科学技術と社会のコミュニケーション
（２）産業を通じた科学技術の成果の社会への還元
５第一期科学技術基本計画の成果と課題
６科学技術振興のための基本的考え方
（１）基本方針
（２）政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分
第二章重要政策
Ｉ科学技術の戦略的重点化
１基礎研究の推進
２国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点化
（１）ライフサイエンス分野
（２）｣情報通信分野
（３）環境分野
（４）ナノテクノロジ一・材料分野
（５）エネルギー分野
（６）製造技術分野
（７）社会基盤分野
（８）フロンティア分野
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３急速に発展し得る領域への対応
Ⅱ優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革
１研究開発システムの改革
（１）優れた成果を生み出す研究開発システムの構築
①競争的な研究開発環境の整備
②任期制の広範な普及等による人材の流動性の向上
③若手研究者の自立性の向上
④評価システムの改革
⑤制度の弾力的・効果的・効率的運用
⑥人材の活用と多様なキャリア・パスの開拓
⑦創造的な研究開発システムの実現
（２）主要な研究機関における研究開発の推進と改革
①大学等
②国立試験研究機関，公設試験研究機関，独立行政法人研究機関
等
③民間企業
２産業技術力の強化と産学官連携の仕組みの改革
（１）産学官連携の強化のための情報流通・人材交流の仕組みの改革
（２）公的研究機関から産業への技術移転の環境整備
（３）公的研究機関の研究成果を活用した事業化の促進
（４）ハイテク・ベンチャー企業活性化のための環境整備
３地域における科学技術振興のための環境整備
（１）地域における「知的クラスター」の形成
（２）地域における科学技術施策の円滑な展開
４優れた科学技術関係人材の養成とそのための科学技術に関する教育
の改革
（１）研究者・技術者の養成と大学等の改革
（２）技術者の養成・確保
知的財産法制に関する一考察（山田）２０３
５科学技術活動についての社会とのチャンネルの構築
（１）科学技術に関する学習の振興
（２）社会とのチャンネルの構築
６科学技術に関する倫理と社会的責任
（１）生命倫理等
（２）研究者・技術者の倫理
（３）説明責任とリスク管理
７科学技術振興のための基盤の整備
（１）施設・設備の計画的・重点的整備
（２）研究支援の充実
（３）知的基盤の整備
（４）知的財産権制度の充実と標準化への積極的対応
（５）研究'情報基盤の整備
（６）ものづくりの基盤の整備
Ⅲ科学技術活動の国際化の推進
ｌ主体的な国際協力活動の展開
２国際的な情報発信力の強化
３国内の研究環境の国際化
第三章科学技術基本計画を実行するに当たっての総合科学技術会議の使命
１運営の基本
２重点分野における研究開発の推進
３資源配分の方針
４国家的に重要なプロジェクトの推進
５重要施策についての基本的指針の策定
６評価
７基本計画のフォローアップ
３科学技術基本計画における知的財産の位置づけとその対応
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科学技術基本計画の中で，知的財産について示されているのは，僅かに第
二章，Ⅱ，７，(4)のみである。その内容は殆どが標準化への積極的対応であ
って，知的財産を科学技術基本計画の中では何も取扱っていないと言っても
過言ではない。以下にそれを明らかにしておく。
（４）知的財産権制度の充実と標準化への積極的対応
知的創造活動を促進する観点から，知的財産権の適切な保護は極めて重要
である。従前より知的財産権保護のための国際的議論，制度整備が行われて
きたが，引き続き以下のような取組を行う。
・国際的に通用する専門サービスの提供の促進，紛争処理機能の強化を図
る゜
・曰米欧における共同先行技術調査・審査等に関する協力を進めるととも
に，アジア諸国への知的財産権利制度一般に関する支援を行う。特に，バ
イオテクノロジー，‘情報通信技術等先端的技術の適切な特許保護のための
運用の明確化と国際的調和に向けた取組を強化する。
また，研究開発成果の普及等には，新たに開発された技術の市場化のた
めの手段としての標準化への積極的な対応が必要となる。特に，ネットワ
ーク社会の進展，異業種融合分野の拡大等から，国際標準を制するものが
市場を制する時代ともなっており，また研究開発の成果を具体化した製品
等に係る基準認証制度が国際的に同等なものであることが国際競争の中で
極めて重要な要素となっている。このような状況にかんがみ，ＩＳＯ（国際
標準化機構)，ＩＥＣ（国際電気標準会議)，ＩＴＵ（国際電気通信連合）等に
おける国際標準化活動に積極的に寄与するとともに，経済活動のグローバ
ル化に対応した国際ルールの整備への積極的貢献を図る゜さらに，アジ
ア・太平洋諸国との戦略的な標準化強力関係を構築する。これらと併せて，
標準化を意識した研究開発を実施するとともに，公的研究機関の標準化活
動への参画を促進する。
以上が，科学技術基本計画の中で示されている，知的財産に関わる部分で
ある。
知的財産法制に関する一考察（山田）２０５
これでは，科学技術基本計画では，知的財産，就中，発明を促進していく
科学技術面での施策は何も講ぜられていないと言える。
科学技術基本計画と知的財産戦略推進計画との間には，殆ど関連性がない。
両方の計画が共にきわめて行政的なものであって，実際に発明がどのように
なされるかについて具体的に理解した上で，発明を促進するには国家として
何を為すべきかを考えた科学技術基本計画，知的財産戦略推進計画では決し
てない。将来に亘って，科学技術立国，知的財産立国を目指すことは不可能
である。
ノーベル賞受賞者の数を五十年間に三十人程度等と明記すること等は，そ
れだけで，研究開発活動の何たるかが全く何も分かっていないことの何より
の証左である。ノーベル賞は競技会で与えられる賞ではない。ノーベル賞の
与えられる分野はきわめて限定されている。ノーベル賞はスエーデンという
国が委員会を置いて，そこでの選考基準に従って選ぶ賞であって，研究者は
誰もノーベル賞を目指して研究しているわけでは決してない。国が科学技術
基本計画の中で，ノーベル賞受賞者の将来的数値を示す等，全く笑止の沙汰
で，真面目に考えられた科学技術基本計画なのか否か疑問を禁じ得ない。曰
本国として価値の高い研究であると評価できる研究が多数行われることが重
要なのであって，ノーベル賞に匹敵するような賞を新設して，世界中の研究
成果の中から，その賞に相応しい研究成果を選べるような体勢を構築するこ
とこそが，科学技術基本計画であるべきである。外国の人々の評価があって
はじめて素晴らしい研究であったのだと気付くような状態を改めるような科
学技術基本計画でなければならない。
そのような科学技術基本計画と一体化した知的財産戦略推進計画あるいは
知的財産調和推進計画であることが，知的財産立国を目指すのであれば，不
可避のことであると言えよう。
四知的財産推進計画の今後のあり方
１科学技術基本計画の中で知的財産推進計画を策定することの重要性
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人類社会は，特に18世紀以降，科学技術を急速に進歩発達させて，より便
利な社会を築き，より便利な生活を享受してきているかのように見える。そ
して現在，我が国は科学技術基本法を制定して，科学技術基本計画を策定し，
科学技術立国を目指して進んでいこうとしているかのように見受けられる。
そしてさらに，科学技術の研究開発の成果を知的財産として活用して，国家
経済を考える上の基盤にしようとしている。そのために，知的財産戦略推進
計画も策定された状況である。
今までにその概要を概観してきたわけであるが，政府が意図していること
はある程度理解出来るにしても，何年か先の曰本の状態を洞察する時，生き
生きとした活力溢れる日本の状態も，地に足の着いた落ち着いた生活を営む
日本の状態も見えて来ない。見えてくるのは，相変わらずアメリカやヨーロ
ッパの状態を見乍ら，右往左往している日本の状態でしかない。
この訳は，科学がどのようにして発達して来たのか，技術がどのようにし
て開発されて来たのかを何も考えようとしていない事に根本的原因が存する
からに外ならない。そして，さらには，世界全体を見渡す時，科学技術をこ
よなく進歩発展せしめ，急速に生活を変化させていくことの価値判断を殆ど
何も考えられていないからに外ならない。
価値判断基準が異なれば，科学技術を限りなく進歩発達させて，生活を著
しく変化させていくことの価値判断，善悪の判断も異なってくる。アメリカ
やヨーロッパが先進国で，例えばアラブ諸国とかアフリカ諸国の多くの国々
は開発途上国，後進国であるという判断自体についても，その判断の是非を
考え直す必要もあると考えられる。少なくとも，現在の曰米欧等の先進国で
あると思われている国々の変化の状況は急激に過ぎるように思える。科学技
術の研究開発の成果を世の中で広く活用する前に，活用した時に出てくる悪
影響あるいは対応の必要な事態に対して対策を具体的に講じてから，該技術
研究開発の成果を一般に普及せしめても，何も不具合なことはないのであっ
て，そうすることが，当然であるという国際的体勢を築き上げることが，科
（14）
学技術基本言十画であるべきである。
知的財産法制に関する一考察（山田）２０７
今，知的財産を発明に限って考えてみると，発明はいろいろな形で為され
るが，何と言っても，必要性が新しい発明をさせる基本であろう。必要‘性は
どのような形で生ずるかは，ケース・バイ・ケースで異なるが，歴史的に技
術を見渡すと，戦場から生ずる必要性が最も多かったと見ることが出来よう。
何故技術は兵器開発を中心に発達してきたのか？この疑問を良く考える
ことがこれからの科学技術の進歩発達，否，社会科学も含めた全ゆる科学の
発達と人類社会の将来の発展にとってきわめて重要であると考えられる。答
えはきわめて簡単で，「二つ以上の相容れない要求を同時に満足させる努力」
（15）
ということIこ尽きる。
発明は科学技術研究開発の中でなされるのが通常の姿であるとするならば，
科学技術研究開発のあり方を十分に検討することが，知的財産創造の根本で
ある。我が国の科学技術基本計画は，そのような観点に立って，策定されて
いるとは思えない。単なる行政施策でしかない。
２科学技術基本計画に不可欠の事がら
以上のような観点に立って，科学技術基本計画とか知的財産戦略推進計画
に盛り込まれなければならない事は，科学及び技術に関する歴史的研究に対
する姿勢である。科学技術研究で，現在我が国が最も欠けている点は，科学
の歴史及び技術の歴史に関する研究である。文献も殆どが外国で出版された
外国語の本の訳本であって，科学の歴史，技術の歴史を，過去数千年にわた
ツプサ
って，具に見渡して，個々の技術力iどのようにして開発されてきたかを明ら
（16）
かにした文献は殆ど見当ﾌﾟこらない。
技術開発の歴史を体系的に秩序立てて研究しようとするならば，国立の科
学技術史研究所を設立しなければならない。該研究所には
①科学史部門
②戦争史部門
③兵器開発史部門
④兵器技術の民需への応用部門
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⑤兵器以外の技術開発部門
等を設けて，それぞれの分野で通史を完成させ，年表を比較検討する。重要
な技術については，単に開発されたという事実に止まらず，完成に至った経
緯等も調べる。しかる後，特許技術となった経緯，世の中でどの位広く使わ
れるようになったか，どのような改良がその後加えられたか等についても明
らかにする。そして，その内容を誰でもが容易に理解出来るような形で，広
く普及する。勿論，小学校から何らかの形で教育に取り入れる。
このようなことがもし実際に科学技術基本計画の中に取り入れられたなら
ば，知的財産，就中，発明に関しては，遠い将来にわたって少なくとも創作
活動に関しては，明るい見通しが立ってくると思料する。
（１）読売新聞平成15年７月９日（水）朝刊２面参照。
（２）内閣官房知的財産戦略推進事務局「知的財産立国の実現を目指して」ジュリ
ストNo.1248（2003年７月１日）１３頁参照。
（３）知的財産戦略策定の背景については，住友化学工業専務取締役で弁護士の諸
石光煕氏が，前掲ジュリストNol248に「経営戦略としての知的財産」と題する論
説を書かれており，その最初に，プロパテントの世界潮流という標題できわめて
簡潔にとりまとめられているので，本稿においてもその部分を概ねそのまま引用
する。
（４）このことに関しては，拙稿「基礎研究とその解釈」損保業界誌月刊ライト
VoL40No､11.50頁参照。
なお，この時応用された技術の具体例としては，“複数点火プラグ”‘副室燃焼方
式”等であるが，詳細については内燃機関関係の専門誌に譲りたい。ただ，燃焼
温度を上げずに，より完全燃焼に近づけるということについてだけ一言しておく。
ガソリン（もちろん軽油でも同じこと）を燃焼させるとCO2が排出されるが，同
時にＮＯも排出される。燃焼温度が上がると排出CO2量（場合によっては－部
ＣＯも含む）は減少するが，NOxが増加する。そこで，燃焼温度を上昇させること
なくより完全燃焼に近づけることが要求されることとなる。“複数点火プラグ”と
か“副室燃焼方式（予燃焼室方式)”というのは，同時に２つ以上の点火プラグで
点火したり，ガソリンと空気の混合気を主燃焼室（シリンダ）に送る前に，若干
温度を高めておいて主燃焼室に送って圧縮して点火して，より完全燃焼に近づけ
ようとするやり方である。
（５）眠れる技術がどれだけ大学に存するか疑問であるという点について，具体例
を示しておく。
先に述べた自動車排気ガス公害問題は，日本だけでなく，アメリカやヨーロッパ
知的財産法制に関する一考察（山田）２０９
においても取り沙汰されていた。一九七○年から七五年位の間は，ポスト・ペト
ローリアム・エンジンということで，第二次大戦中に我が国の陸軍等でも使われ
ナカンズク
てし'た自動車用蒸気エンジン，就中，自動車用往復動式蒸気エンジンの研究も日
本だけでなくアメリカでも行われていた。
日本は蒸気機関，特に，蒸気機関車と船用蒸気機関については世界に誇れる優れ
た技術であったことは良く知られているところである。何故このように優れた技
術が開発されてきたのかの理由は，水蒸気の研究がきわめて優れていたからであ
る。蒸気の性質を表とグラフにまとめた「蒸気表」と「i-s線図（エンタルピー・
エントロピー線図)」は，日本で作成されたものが世界中で使われていた時もある
程，良く研究されていた。但し，水蒸気だけに限られていた。水の沸点は100℃
(－気圧の下では）であるから，過熱蒸気を作るとかなり高温になる。そこで，自
動車用蒸気エンジンには水以外の作動流体を用いて，水蒸気以外の蒸気は使えな
いかと考え，その蒸気表を探した（この当事，筆者は機械工学の研究を行ってい
た)。日本中を隈無く探したが，日本には水蒸気以外の蒸気表は－つもなかった。
当事はまだ冷媒として使われていたフロンガスの蒸気表が，冷媒として必要な部
分についてだけ若干あるのみで，過熱蒸気についての蒸気表はどこにもなかった。
止むなく世界に眼を向け，差し当たりアメリカのＡＳＨＲＡＥ（AmericanSociety
forHeating,Refrigelating＆AirConditioningEngineering）に問合わせたとこ
ろ，およそ100種類程の，言ってみれば，考えられる全ゆる種類の作動流体につい
てのほざ完全な蒸気表が存することが明らかとなった。そして，アメリカでも，
ドーサムという新たな作動流体を開発して，沸点の低いドーサム蒸気を用いた蒸
気エンジンを開発していることがわかった。蒸気エンジン（ランキンサイクル機
関）の良い所は，外燃機関であるため，オットーサイクルエンジン，ディーゼル
エンジン，サバテサイクルエンジン等の内燃機関と異なり，燃えるものなら何で
も燃料として使える点である。
このような状況であるから，我が国は今すぐ使う水蒸気について非常に詳しく研
究してきたが，水以外の流体についての蒸気（ヴェーパー）については何も研究
してこなかったので，蒸気といえばスティーム，スティームといえば蒸気という
観念が出来上がってきてしまった。
つまり，今すぐ使えることについての研究には莫大な費用と労力をかけるが，そ
こを半歩でも踏み出すようなことには全く見向きもしないということになってき
ている。言ってみれば，研究成果の預貯金が零ということである。基礎研究とい
うと，エンジンの場合でいうと，新たなサイクルを考え出し，開発することであ
るといった風にも考えられ勝ちであるが，必ずしも，そのようなきわめて根本と
なる研究だけが基礎研究であるとは言い切れない。
ガソリンやディーゼル油を燃料とするエンジンの全盛期に，水素エンジンを改良
したり，太陽熱利用の電気自動車をより良くしたりする研究もやはり基礎研究の
部類に属すると言えよう。水蒸気しか使われていない時に，他の作動流体の蒸気
表を作っていくこと等も基礎研究中の基礎研究に該当する。何時必要になるかわ
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からないようなことにも，費用と労力を惜しみなく使い，その成果も正当に評価
されるという状態を作り出すことが，真の意味の基礎研究の充実ということでは
ないかと思料する。
（６）2003年７月18日（金）に経団連会館１１階国際会議場において，㈱雄松堂ファ
ンタス主催，㈱レクシスネクシス・ジャパン協力で，法科大学院発足記念講演会
が「法科大学院のフロンティア」と題して開催された。同講演会において弁護士
柳田幸男氏は「ハーバード・ロースクールの２１世紀戦略」について講演されたが，
その中で，ハーバード・ロースクールは1989年改革が1997年に完結し，すぐに再
び2000年戦略プランの作成にとりかかり，最近そのプランがハーバード大学から
承認されて，実施に取りかかったところであるということであった。その中で，
特に注目に値することは，改革のための総予算が日本円で500億円であって，それ
を殆ど卒業生からの募金で賄うということであった。そして，さらに驚くべきこ
とは，大学の認可を受けるためには，計画提出の時点で，予算総額の約50％は，
既に準備出来ていなければならないということであった。
（７）このような観点に立って前掲読売新聞の社説を読むと，思考が十分とは言え
ない。
（８）横山久芳「職務発明制度の行方」前掲ジュリスト36頁以下にも比較的丁寧に
記されている。
（９）特許審判・訴訟制度の現状と課題に関しては，大渕哲也，前掲ジュリスト５２
頁以下に詳しい。
(10）この点については，基本的には含まれないと考えられる。７月25日に法制審
議会倒産法部会が出した破産法改正に関する要綱案によると，納付期限から一年
を過ぎた滞納税金は最優先の保護対象から除外され，破産手続き開始前の未払い
給料の三ヶ月分までと，未払い退職金のうち給料三ヶ月分に相当する額は，最優
先の保護対象にすることになっている。すなわち，現行特許法35条３項，４項の
相当の対価についてはまったく考慮の外におかれている。けれども，特許契約が
継続されて，特許技術使用側企業は，引き続き該特許技術を用いて利益を上げて
いくことになるから（この点に関しては，今までの特許契約を解除して，新たな
契約相手を探しても，その新たな契約相手が利益を上げれば同じことではあるが，
新契約締結までの間は，該特許技術は使われないことになり，特許契約継続の場
合と比して，利益は減少すると考えられる)，少くとも実績補償に該当する相当の
対価に関しては，未払い退職金の給料三ヶ月分に相当する額に準じて，最優先の
ざなが
保護対象とすべきであると思料する。然り乍ら，特許法35条の改廃との関係で，
どのような形で考えるべきかは，やはり今後の問題と言わなければならない。
(11）このような形で知的財産が証券化され，その証券が市場に流通するようにな
ると，“どこの会社のどの特許権の市価はいくら，,というような特許権の市場価格
というものが出現する可能性がある。そうなると，その特許技術の実用化とは，
場合によっては無関係に，単なる流言等によっても，市価が変動する可能性が生
じる。知的財産市場というものを出現させようとしているのか否か，現在の所，
知的財産法制に関する－考察（山田）２１１
明らかでない。
(12）この点に関しては，既に昨年後半頃から，我が国でもいく冊かの成書も発行
されている。例えば，
山本大輔・森智世著「知的財産の価値評価」2002年９月，東洋経済新報社，中央
青山監査法人編著「知的財産ビジネスハンドブック」2002年11月曰経ＢＰ出版セ
ンター，渡邊俊輔編著「知的財産戦略・評価・会計」2002年６月東洋経済新報
社等は参考になると思われる。
(13）早稲田大学社会科学部教授小山慶太博士は，氏の著「科学史年表」において，
正に自然科学をもって「科学」と捉えておられる。（中公新書2003年３月)。拙稿
「科学の歴史と法文化形成との関係」比較法制研究（国士舘大学）２５号（2002年１０
月）165頁～192頁においては，自然科学と数学を併せて科学として捉えたが，発
明を考えるときには数学を除いて自然科学のみをもって，科学と考えることがで
きよう。
(14）この点については拙稿，前掲「科学の歴史と法文化形成との関係」も参照。
(15）この点について具体例を示すと，以下のとおりである。
戦車というものには火力，防護力，機動力の三つが必要である。より破壊力の強
い火力，如何なる攻撃からも守れる防護力，より速く，より機敏に動ける機動性
が要求される。火力と防護力を優先させると機動性がそこなわれ，機動性を重視
すると軽量化を図るために火力と防護力をがまんしなければならないということ
になる。
セラミックという材料は今日きわめて一般的になっており，誰でもが良く知って
いる材料である。このセラミックは一九七○年頃は電子材料としてきわめて高価
なものであった。筆者は，従来30cm以上もの厚さの鉄板で覆われた戦車に，この
セラミックを使うことは出来ないかと考えた。セラミックは衝撃に弱く脆い。と
いうことはそれだけ衝撃を吸収するということである。実際に鉄板の間にセラミ
ックを挟んで貫徹試験をしてみると，鉄板のみでは完全に貫徹するのにセラミッ
クを挾むと貫徹しない。正に複合材料のはじまりであった。（その後，筆者はこの
種の研究は行っていない）火力，防護力，機動性という相容れない二以上の要求
を満たさなければならないのは，戦車だけではない。航空機でもまったく同じで
ある。
(16）例えば村上陽一郎「文明のなかの科学」は非常に参考になるが，科学の通史
的なものではない。前掲小山慶太「科学史年表」も，１７Ｃ以降を中心に，コンパク
トにまとめられてはいる。何といっても，科学史全体を良くとりまとめたものと
してはＨａｎｓＷＵβing,ｕｓｗ.,GeschichtederNaturwissenschafteｎ（Printedin
theGermanDemocraticRepublic）1983があるが，当事は東西ドイツに分裂して
いた時期で，この科学史は東独で出版されており，現在も我が国の図書館には一
冊もない。また，急激に科学及び技術が進歩発展したのは1980年以降である部分
も少なくないわけで，日本独自で，ブーシングの自然科学史程度の本が出版され
る程度に，科学史の研究がなされなければならない。
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技術史に関しては，アーノルド・バーシー著，林武監訳，東玲子訳「世界文明に
おける技術の千年史一「生存の技術」との対話に向けて－」がコンパクトに
まとめられた技術史の本であるが，ＢＣの頃の技術については殆ど記されていない。
要するにBC2000年頃からの科学の歴史，技術の歴史について，現在に至るまでを
通史的に簡単に見られる日本語の本は皆無と言っても過言ではない。
シカゴ大学の図書館には，科学史の成書だけで約千冊が揃っている。アメリカ，
ヨーロッパの大学の図書館は，総合大学の場合，少くとも400万冊の蔵書が，いつ
でも，誰でも見られる状態になっている。我が国の大学図書館で400万冊を越えて
いるのは僅かに東京大学と京都大学のみである。研究に立ち向う基本姿勢から考
え直していくことが，現在の日本において最も肝要であると言えよう。
五むすびにかえて
知的財産戦略推進計画を概観し，科学技術基本計画との関係について，若
干の考察を試みた。
まず，国家が「戦略」という言葉を用いることの重大性を，強く認識しな
ければならない。
次に，国家が策定する基本計画は，科学技術と知的財産戦略とは不可分一
体化したものでなければならず，文部科学省と特許庁の役人が，全く別個に
それぞれの計画の原案を作成するという状態では，実行・実施がどこまで考
えられているのかさえ疑わしくなる。そして，その内容も，国家が科学技術
立国を目標として掲げて進んでいくには，あまりにもお粗末な計画であると
断ぜざるを得ない。科学とは何か？技術とは何か？発明とは何か？に
ついて，国家として人材を集め，予算を十分に計上して，本格的に研究して
はじめて，科学技術基本計画なり，知的財産戦略基本計画なりが策定出来る
のであって，場合によっては，国家の軍事戦略とも直接に関わる問題でもあ
る。
ノーベル賞の数，特許権数等で物事の成果を論じているようなレベルでは，
少くとも，将来の人類社会の形成の方向を示唆し得る人材が育つ国には成り
得ない。
知的財産戦略会議においては，キャノン㈱の会長が，如何にしてゼロック
知的財産法制に関する一考察（山田）２１３
スのコピー機に対抗するコピー機を作ってきたかを述べて，キャノンに学べ
というようなムードになったと聴いている。キャノンは，ゼロックスのコピ
ー機の一つ一つの部品について，ゼロックスの保有している特許技術と異な
る技術を開発して，最終的に，ゼロックスの特許技術に一つも抵触しない新
しいコピー機を完成したということである。これはこれで一応評価できるか
も知れない。けれども，良く考えてみると，ゼロックスのコピー機がなけれ
ば，キャノンのコピー機は出来なかったわけである。アンモニヤを使った胄
図複写から，直接に，現用のコピー機に転換せしめたわけではない。
我が国は，旧海軍においてジェット機を完成させて，ネー10号とネー20号
というジェットエンジンを搭載した「橘花」の試験飛行に成功した。終戦直
前のことである。尚，このジェットエンジンは現在石川島播磨重工の田無工
場に保存されている。このジェットエンジン開発の際にも，ドイツではほBr
完成したガスタービンエンジンの小さな写真一葉を，旧海軍技術工敞で偶然
入手し，その写真から内部構造迄即ち圧縮機，燃焼機等を推測して設計，実
験を繰り返し，遂に完成に漕ぎつけたと聴いている。戦後，マッカーサー元
カッモク
帥の統治下で，米軍は曰本の技術力に舌'１目し，直ちに曰本の航空機の研究・
開発・生産等を一切禁じたわけである。米軍の占領政策の大失敗の一つと言
われている。
サナガ
然り乍ら，ここで重要なこと(よ，偶然とは言え，ほぼ完成したドイツのガ
スタービンエンジンの一葉の写真が入手出来たことである。もしこの一葉の
写真が入手出来ていなければ，広島・長崎の原爆投下までに，我が国独自の
ジェット機の完成はなかったかも知れない。
いずれにしても，新技術開発ということには想像を絶する努力と忍耐の結
集が必要なのであって，今回の我が政府の作成した科学技術基本計画や知的
財産戦略推進基本計画には，如何にして必要‘性を生み出し，その必要性充足
のために，努力と忍耐を結集していくかが何も記されていないのである。要
は，本格的に新技術研究開発に携わったことのある研究者の考えが何も盛り
込まれていないということである。
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知的財産専門の高等裁判所を作ることとか，知的財産を中心に取り扱うロ
ースクールを設けるとかいうような，いわば研究開発に付随的な国策もきわ
めて重要ではある。産官学共同で新技術開発に取り組むという姿勢も重要で
ある。けれども，純粋な意味での新技術研究開発ということを国策として掲
げる以上，経営戦略か知的財産戦略か判然区別し難いような戦略では国家が
策定する知的財産戦略とは言えない。
科学技術史研究所を国家が設置して，科学の歴史，技術の歴史を各時代の
ツプサ
背景と共に具に明らか|こして，今後の人類社会において，どのような技術が
必要になるかを見据えて，それの研究開発に全ゆる英知が結集出来る体勢を
整えることが，科学技術基本計画や知的財産戦略推進計画の基盤でなければ
ならない。
（平成十五年七月三十曰稿）
